
「地域脱炭素・京都コンソーシアム」事務局
（京都府府民環境部脱炭素社会推進課）

2023年３月２日（木）14:30～16:00
（オンライン会議：Zoom）

環境省「地域ぐるみの中小企業支援体制構築事業」
応募内容（素案）

＜非公開＞

資料５



環境省説明会（2023.2.21）資料抜粋① 2



環境省説明会（2023.2.21）資料抜粋② 3



金融機関からの御意見 産業界等からの御意見

３．支援体制
「知る」

• 行員のスキルアップについては、基礎編、実践編の
ように分けて実施し、基礎編では幅広く行員のス
キルアップ（リテラシーの向上）を行うため、対象
は幅広く営業担当者とするなど、WEBで開催が
良い（日常業務もあるので、当日、視聴できない
行員については、勉強会を録画しておき、いつでも
見られるようにしておくことも有効）

• 実践編では、人数を限定し、リアルでの開催を行
い、グループ討論等を通じて開催することが有効

• 実施回数は、カリキュラムの内容にもよるが、多くと
も月に1回程度が限界

• 金融機関側のスキルアップ（提案力）向上は重
要であり、行員向けセミナーは項目に入れるべき

４．支援体制
「測る」

• 排出量算出ツールについて、現在すでにコンサル
等と提携している金融機関もあるが、コンソーシア
ムで簡易な無料ツールを作成して、無料提供する
ことについては棲み分けが可能であり、賛同する。

• 「測る」については、GXリーグの排出量取引の第
１フェーズ（スコープ１のみ）が2023年度からス
タートするが、スコープ３も含む第２フェーズ
（2026年度～）に向けて、サプライヤーの削減
を評価する京都モデル（配賦ロジック等）を構築
し、国のルールづくりに反映するモデル事業に取り
組んではどうか。

構成団体からの主な御意見 4

⚫ 本事業への申請案について、各構成団体に要望調査した結果（2023.2.17〆切）をお示しします。



環境省例示 申請事項（素案） 実施者・想定金額

１．域内
中小企業
の現状把
握

• 域内中小企業へのヒアリング
調査（10社にヒアリング）

• 域内中小企業へのアンケー
ト実施

① 府内企業の脱炭素化に向けたアンケート調査
（2021年度に京都府・京都市が共同実施したアン
ケートイメージ）

①事務局（環境省委託
先）【100～200万円】

２．地域
における支
援体制の
構築に向
けた準備

• 地域ぐるみの脱炭素経営支
援体制構築に向けた助言

• 地域での合意形成に向けた
検討会の開催支援

• 関係者との調整支援

① コンソーシアム検討会議の開催支援（資料作成支
援・議事録作成等の事務局業務）

①事務局（環境省委託
先）【100～200万円】

３．支援
体制「知
る」

• 中小企業の脱炭素促進セミ
ナー開催支援（企画検討・
講師派遣）

• 行員・経営指導員へのスキ
ルアップ指導、資格取得

① 金融機関融資先を主な対象とした脱炭素セミナーの
開催（年○回）

② 金融機関行員向けスキルアップ講座の創設
＜基礎編＞
○web・オンデマンド有・ガイドブック作成（全国共通？）

＜発展編＞
○人数限定・対面・グループ討論・ロールプレイング等

①事務局（環境省委託
先）【100～200万円】
②事務局（環境省委託
先）【400～600万円】

申請事項の素案① 5



環境省例示 申請事項（素案） 実施者・想定金額

４．支援
体制「測
る」

• 排出量の算定を希望する域
内中小企業○社に排出量算
定ツールを無料提供

• （再掲）行員・経営指導員
へのスキルアップ指導、資格取
得

① CO2排出量算定支援ツールの開発及び無料提供
（既存ツールの類型調査、中小企業のニーズ調査含む）

② サプライヤーの削減を製品単位で定量評価する手
法（配賦ロジック等）の構築に向けた実証事業※

①サービス提供会社（再
委託先）【300～400
万円】
②事務局（環境省委託
先）【500～600万円】

５．支援
体制「減ら
す」

• 省エネ診断の実施を希望する
域内中小企業○社に省エネ
診断を無料提供

• SLLの組成を希望する域内中
小企業○社に第三者評価を
無料提供

① 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」活用事業者向け
省エネ診断（10～20件程度）

② 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」活用事業者向け
計画策定・国際認証等取得支援（2～3件程
度）

①サービス提供会社（再
委託先）【200～400
万円】
②事務局（環境省委託
先）【600～800万円】

６．定着
に向けた
取組

• 経営陣への説明資料作成支
援（経済的波及効果の試算、
評価制度検討支援）

• 域内中小企業のCO2削減効
果算定支援

① （各）金融機関における経済的波及効果
② 中小企業の所有設備（ユーティリティ設備を想定）

の登録データベースの整備による府域全体の削減ポ
テンシャルの把握（当面は企業自身及び行政機関
のみが閲覧可能とする想定）

①事務局（環境省委託
先）【100～200万円】
②事務局（環境省委託
先）【400～600万円】

申請事項の素案② 6

※ 京都府として本事業を活用してトライアルしたいと考えているものの、他の項目を優先し、事業費を勘案して環境省と協議・調整したいと考えています。



スケジュール（案） 7

令和５年

２月１７日 各構成団体意見照会〆切

２月２１日 環境省「地域ぐるみの中小企業支援体制構築事業」説明会（オンライン）

３月１日 環境省による事務局公募開始

３月２日 「地域脱炭素・京都コンソーシアム」第２回検討会議

３月末 申請事項についてコンソーシアム内で概ね合意 ← 目標

５月頃 モデル地域公募開始

６月頃 モデル地域採択決定

７月頃 各モデル地域事業開始



（以下、参考資料）

① 環境省「脱炭素アドバイザー資格制度」について

② 京都府「サプライチェーン脱炭素化促進事業」（2021年度）について
▷2021年度に島津製作所様等のご協力のもと実施した、サプライヤーの削減を製品単位で定量評価する

手法（配賦ロジック等）の実証的取組についての参考資料です。

▷2023年度創設予定の温室効果ガスの排出量の算定や脱炭素経営支援に関する民間資格制度の検討
状況等についての参考資料です。（第２回「脱炭素アドバイザー資格制度の 認定にかかるガイドライン検
討会」資料抜粋）



参考資料①：環境省「脱炭素アドバイザー資格制度」 9

（出所）環境省「脱炭素アドバイザー資格制度の 認定にかかるガイドライン検討会」2023年2月10日資料



参考資料①：環境省「脱炭素アドバイザー資格制度」 1
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（出所）環境省「脱炭素アドバイザー資格制度の 認定にかかるガイドライン検討会」2023年2月10日資料



参考資料①：環境省「脱炭素アドバイザー資格制度」 1
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（出所）環境省「脱炭素アドバイザー資格制度の 認定にかかるガイドライン検討会」2023年2月10日資料



参考資料①：環境省「脱炭素アドバイザー資格制度」 12

（出所）環境省「脱炭素アドバイザー資格制度の 認定にかかるガイドライン検討会」2023年2月10日資料



⚫ ①脱炭素化の取組、②GHG排出量の精緻な算定･公表を段階的に進め、府内企業の競争力強化を目指すに当た
り、各段階の課題に対応する自治体・金融機関の効果的な支援策を検討 ⇒ 「ESG投資研究会」で議論
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Scope1,2

中小企業
（a社,b社,c社・・・）

大企業（A社）

Scope1,2

Scope3

ステップ１
⚫ 中小企業による排出削減と排出量

算定・公表（現状１割程度）

課題
⚫ リソース不足、モチベーション不足

（必要性の理解の欠如） など

ステップ２
⚫ 大企業によるScope3を含む排出量

算定・公表（現状一握り）

課題
⚫ サプライヤーの協力、Scope3の算定

精度、危機感の欠如 など

ステップ３
⚫ 製品単位の排出量（カーボンフットプ

リント）算定・公表（実証段階）

課題
⚫ CFPの統一的な算定ルールの構築、

算定コスト など

目指す姿
⚫ 府内企業の低炭素製品の見

える化による競争力強化【仮
説】

⚫ ユーザーの環境配慮商品の
購入促進

⚫ 製造業者の削減意欲の向上

製品⑤の比較

製
品
①

製
品
②

製
品
③

製
品
④

製
品
⑤

大企業（A社）

A
社

競争力

B
社

C
社

D
社

E
社

GHG排出量

行政のアプローチ
⚫ 中小企業の設備更新の補助（削減支援）、排出量算定の支援（アドバイザー）、

取組を下支えするサステナブルファイナンスの提供（金融機関との連携） など

行政（国）のアプローチ
⚫ 算定やデータ管理のルール整備、IT

技術を活用した算定基盤整備 など

当面の目指すステップ

参考資料②：京都府「サプライチェーン脱炭素化促進事業」（2021年度）13



PwC

サプライチェーン上の「メーカー／製品単位」のCO2排出量

対 象

販売
（店舗等）

製造
（メーカー）

調達
（サプライヤー）

物流
（運送業者）

※一般的に、製造業のスコープ3排出量では、調達（購入した製品・サービス）に関するCO2排出量の割合が大きくなる傾向あり
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総調達量（金額・物量）
×平均原単位

自社のScope1＋2 総出荷量（金額・物量）
×（平均原単位）

総販売量（金額・物量）
×平均原単位

生産量×製品単位のCO2

排出量
自社のScope1＋2

出荷量×製品単位のCO2

排出量
販売量×製品単位のCO2

排出量

現 状

理 想

課題：「平均原単位」が固定 → 各排出主体者の削減努力が反映されない

（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成

参考資料②：京都府「サプライチェーン脱炭素化促進事業」（2021年度）14



環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」に基づく参考書抜粋

⚫ Scope３（カテゴリー１：購入した製品・サービス）を算定する多くの企業は、環境省ガイドラインに基づき、データ
ベースに基づく原単位を利用しているため、サプライヤーの削減努力は反映されず、高い精度は期待できない。

データベースの一例

15

算定手法の類型

コスト感

精 度

実 測 配賦ロジック 排出原単位

× ◎△

◎ 〇 ×

自動車業界を
中心に要請

環境省ガ
イドライン

京都府の
取組

参考資料②：京都府「サプライチェーン脱炭素化促進事業」（2021年度）15



PwC

キーパラメータ
を使用して配賦（※）

事業所全体のCO2排出量事業所全体のCO2排出量

製品単位
のCO2

排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品単位の
CO2排出量

製品A 製品B 製品C

製品D 製品E

燃料消費に伴うCO2排出量
（事業所単位）

電力消費に伴うCO2排出量
（事業所単位）

＊今回、「工業プロセスからの排出」は該当なし
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1. 製造工程の観察／分析

2. 配賦に用いるキーパラメータの特定

1. 対象事業場の確定

2. CO2排出量算定に必要なデータの入手

（活動量等）

2. キーパラメータの特定1. 算定に必要なデータの入手 3. 配賦によるCO2排出量算定

1. 総活動量（電力・燃料消費）算定

2. 総活動量をキーパラメータにて配賦

3. （メーカー・製品単位）CO2排出量算定

⚫ 製品単位のCO2排出量は、事業所全体のCO2排出量をキーパラメータにより配賦することで算定可能
⚫ 本事業では、総活動量（燃料･電力消費量）を配賦し、排出係数を掛け合わせることで、 CO2排出量を算定

（注）PwCコンサルティング合同会社「地域脱炭素化に向けたＥＳＧ投資研究会の運営等支援業務」（京都府委託業務）報告書をもとに京都府作成

参考資料②：京都府「サプライチェーン脱炭素化促進事業」（2021年度）16


